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１．まえがき 

2005年6月，クボタが公表したアスベスト被害，

いわゆる「クボタ・ショック」をきっかけに，ア

スベストによる健康被害が社会問題化した。この

アスベストは，過去にカナダやブラジル等から多

量に輸入され，建物の吹付け材から建材，保温材，

配管シール材，自動車のブレーキパッドに至るま

で，様々な用途で使用されてきた。国内にはアス

ベスト量で約 1,000 万 t の輸入蓄積があると推定

され 1)，今後も使い終えたアスベスト廃棄物の大

量排出が 30 年以上に亘って続くものと予想され

ている。 
一方，1980 年代以前に建設された火力・原子力

発電所では，推定約 30 万㎥のアスベスト含有保温

材（以下，「保温材」という）が高温部に用いられ

ており 2)，今後，老朽プラントの廃止やリプレー

スに伴う解体で，大量の保温材の排出が予想され

る。しかし，アスベスト廃棄物の処理は埋立処分

に殆ど依存し，最終処分場の残余容量が年々減少

しつづけている現況下において，これら負の遺産

を先送りしないためにも着実な無害化処理が求め

られている。 
北陸電力では，2006 年度から独立行政法人新エ

ネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の委

託事業として，アルカリ融解を用いアスベスト含

有保温材を無害化するオンサイト式溶融・無害化

処理システム（以下，「オンサイト式システム」と

いう）の研究開発に取り組み，2010 年 10 月には，

国内で 3 例目となるアスベスト無害化処理に係る

環境大臣認定を取得した。現在，火力発電所の定

期点検の際に排出される保温材の無害化処理を実

施しているが，本稿では著者らがこれまで取り組

んできた研究開発成果等について報告する。 
 
 

２．アスベスト廃棄物と処理の現状 

(1) アスベスト廃棄物 
アスベストとは，石綿と呼ばれる天然鉱物繊維

の総称で，蛇紋石系のクリソタイルと角閃石系の

アモサイト，クロシドライト，アンソフィライト，

トレモライト，アクチノライトの 6 種類が定義さ

れており，耐熱性や耐摩耗性，耐薬品性などの多

くの優れた性質を有することから，建物の吹付け

材や建材，各種工業製品等に幅広く使用されてき

た。 
しかし，アスベストを吸い込むことによる中皮

種や肺がん等の健康被害が顕在化したことから，

アスベスト含有製品の製造等が限られた用途を除

いて全面禁止化されるとともに，石綿障害予防規

則や大気汚染防止法，廃棄物処理法などの規制が

大幅に強化されている。 
第 1 表に規制対象となっているアスベスト廃棄

物の分類と製品生産量，推定残存量 1)を示す。オ

ンサイト式システムの処理対象である保温材は，

大分類のレベル 2（比重 0.5 以下で発塵しやすい製

品）に該当し，火力・原子力発電所を始め各種工

業プラントの高温蒸気配管，ボイラ等の断熱材と

して過去に用いられていた。その主成分はケイ酸

カルシウムであり，保温材成形時の補強材として

アスベストが使用されている。 

 
第 1表 アスベスト廃棄物の分類と製品生産量，推定残存量 

 
 
 

 ＊1 技術開発研究所 技術開発チーム 
 ＊2 日本海環境サービス株式会社 
 

分野 大分類 中分類 小分類
製品生産量
推定残存量

レベル１
（著しく発塵量の

多い製品）
吹付け材（飛散性）

吹付けアスベスト
吹付けロックウール
パーライト吹付け

レベル２
（比重0.5以下で発
塵しやすい製品）

保温材、断熱材、耐
火被覆材等
(飛散性)

配管、ボイラ、梁、
柱、屋根用、煙突用

レベル３
（発塵性の比較的

低い製品）

成形板、セメント管
(非飛散性)

外装用、内装用、水
道管、農業用水、煙
突など

製品生産量
約４，６００万㌧

推定残存量
約４,０００万㌧

工業用
ガスケット、パッキ
ングなど

製品生産量
約１５０万㌧

家庭用
電気製品、ガス石油
製品など

製品生産量
約１２０万㌧

建材

製品生産量
約１７０万㌧
推定残存量

約１００万㌧



 

(2) アスベスト廃棄物処理の現状と問題点 
アスベストは，前述のとおり多くの優れた特性

を有するが故に無害化処理が容易ではない物質と

も言える。そのため，廃棄物処理法で定めるアス

ベスト廃棄物の処理は，2 重梱包して特別管理産

業廃棄物の最終処分場に埋め立てる方法か，都道

府県知事の許可を受けた 1,500℃以上の溶融施設

で溶融処理する方法に限定されていた。 
しかし，1,500℃以上での溶融処理となると，都

市ごみ焼却灰の溶融に利用されているプラズマ溶

融等のようにエネルギー投入量が大きく設備も重

厚となり，膨大な設備投資が必要となってしまう

ことから，実際に溶融処理を行っている施設は僅

かで，アスベスト廃棄物の処理に占める溶融処理

比率は数％程度に止まっていた。 
このような背景のもと，2006 年 10 月に施行さ

れた改正廃棄物処理法において，高度な技術によ

る無害化処理が証明できれば，1,500℃未満の処理

技術であっても環境大臣が認定することにより処

理が可能となった。しかし，アスベスト廃棄物が

地元に搬入されることによる健康被害を危倶する

周辺住民の不安が，無害化処理施設の新規建設を

難しくしており，同法施行から 5 年以上経過した

現在でも殆ど進展していない状況である。 
 

３．アスベスト溶融・無害化処理技術の開発 

(1) 基本コンセプト 
無害化処理システムの開発にあたっては，「オ

ンサイト式」と「低温溶融」を基本コンセプトと

した。 
オンサイト式であれば，保温材が解体・廃棄さ

れたタイミングで現場に出向き，その場で無害化

処理を完結することができる。その結果，他所か

らアスベスト廃棄物が持ち込まれないこと，短期

間で処理が完了すること，常設の処理施設ではな

いことから，周辺住民の理解が比較的得られやす

くなると考えた。 
一方，オンサイト式を実現するには，コンパク

トかつ効率的な溶融処理装置が求められる。その

ためには，アスベストを 1,500℃より極力低い温度

で溶融・無害化できれば，結果として装置材料に

金属が採用でき，耐久性向上やコストダウンが図

れる。 

(2) 低温溶融処理技術 
ａ．アルカリ融剤の選定 
保温材の主成分であるケイ酸カルシウムと補

強材として添加されているアスベストは，共に

安定で融点は最も高いクリソタイルで 1,500℃
以上もあることから，溶融温度を低下させるた

めに着目したのは，過去に石炭火力発電所の石

炭灰を溶融する研究で培ったアルカリ融解技術

である。アルカリ融解は，酸分解が困難な鉱物，

ケイ酸塩や高原子価の金属酸化物等の難分解性

試料を，アルカリ化合物を用いて溶融する技術

であり，無機分析の前処理方法としてよく使用

されるとともに，ガラスの製法にも用いられて

いる古典的な方法である。アスベストも鉱物の

一種であり，その化学的組成ではなく微細な繊

維形状が問題の本質となっていることから，適

切なアルカリ化合物を選定すれば，無害化はも

とより溶融温度の大幅な低下が図れると考えた。 
そこで，保温材を溶融させる溶媒となるアル

カリ化合物を選定するため，鉱物やケイ酸塩等

のアルカリ融解に用いられているアルカリ化合

物 3)を 9 種類選択し，融点だけではなく将来の

実用化のため汎用性・流通量，安定性，経済性

および MSDS 情報や労働安全衛生法，消防法，

PRTR 法，毒劇取締法などの適用法令を評価条

件としてスクリーニングを行った。第２表にス

クリーニングの結果を示すが，一般的な工業原

料として広く市場に流通し安定性にも優れ，比

較的安価なアルカリ化合物 E と Fを有力候補と

して選定した。 
 

第２表 アルカリ化合物のスクリーニング結果 

物
質
名

スクリーニング条件 
総合
評価融点 

(℃) 
汎用性
流通量

安定性 経済性 適用法令 

A

500℃ 
未満 

○ △ △ 労安法,PRTR法 ○ 

B ○ × ○ 労安法,毒劇法 △ 

C × ○ × 労安法,PRTR法 △ 

D × × × 労安法,消防法 × 

E

500℃以上
1,000℃未満

○ ○ ○ 労安法,PRTR法 ◎ 

F ○ ○ ○ 非該当 ◎ 

G ○ △ △ 非該当 ○ 

H × ○ × 非該当 △ 

I × × × 労安法,消防法 × 

 



 

一方，スクリーニングで選定したアルカリ化

合物 E と F を混合すれば，更に低融点のアルカ

リ化合物が得られると考え，2 成分の場合に適

用できるルシャトリエ・シュレーダーの式 4)用

いて，アルカリ化合物 E と F の融点よりも低い

極小点（共融点）が得られるモル分率を求めた。

試算の結果，アルカリ化合物 E と F のモル分率

はそれぞれ 0.54，0.46 となり，共融点は 666℃
となった。また，このモル分率におけるアルカ

リ化合物 E と F のモル比は概ね 1：1 となり，

溶融後はガラスとして最も安定な状態となるこ

とから，保温材を溶融させる溶媒として最適化

が図られていると考える。 
以上の結果を踏まえ，EとFをそれぞれ0.54，

0.46 のモル分率で混合したアルカリ化合物（以

下，「アルカリ融剤」という）を保温材の溶融に

用いることとした。 
 
ｂ．溶融・無害化条件の決定 
アルカリ融剤を併用して保温材を溶融・無害

化する場合，多成分が混在した状態での溶融と

なるため，溶融温度を理論的に導き出すことは

できない。 
そこで，保温材に対するアルカリ融剤添加比

と溶融完了温度を見極めるため熱分析を行った。

第１図に添加比 0.4 と 0.5 の場合の示差熱分析

（以下，「DTA」という）および示差走査熱量測

定（以下，「DSC」という）結果を示すが，DSC
チャートでは，いずれの添加比とも 670℃付近

でアルカリ融剤の融解に伴う吸熱が始まり，

700℃付近で発熱ピークに移行していることか

ら，この温度域から融解したアルカリ融剤が溶

媒となって保温材の溶融を開始したものと考え

られる。また，DTA チャートでは，添加比 0.4
は 1,050℃付近で，0.5 は 1,020℃付近でカーブが

飽和しており，溶融が完了したものと判断でき

る。 
そこで，熱分析結果を検証するため，3kW 誘

導加熱装置を用いて保温材（アモサイト 1.6wt%
含有）にアルカリ融剤を 0.4 と 0.5 の添加比で加

え，1,100℃設定(るつぼ内実測温度 1,053℃)，溶

融処理時間 3 分の条件で溶融・無害化実験を行

った。第３表に実験結果を示すが，いずれの溶

融物にも保温材の溶け残りや濁りはなく，JIS 

A1481 に定める公定分析法でも溶融物からアス

ベストは検出されず，無害化されていることを

確認した。なお，第２図にアルカリ融剤混合比

0.4 における溶融物の X 線回折分析結果を示す

が，溶融前に検出されたアスベスト（アモサイ

ト）のピークが溶融後は完全に消滅している。

また，クリソタイルを含む保温材でも同様に溶

融無害化できることを確認している. 
以上の結果を踏まえ，オンサイト式システム

に適用するアルカリ融剤の添加比は余裕をみて

0.45，溶融温度は 1,050℃以上に決定した。 
 
 

 

第１図 熱分析結果 

 

 

第３表 アスベストの溶融・無害化実験結果 

テストNo サンプル１ サンプル２ 

保温材／融剤比 １：０.４ １：０.５ 

設定/実測温度 １,１００℃（るつぼ内温度１,０５３℃） 

溶融処理時間 ３分 

保温材中 
アスベスト濃度
（JIS A-1481）

アモサイト：１.６% 
それ以外の５種類のアスベストは不検出 
（Ｘ線回折の分析結果は第２図参照） 

溶融状況 

○ ○ 

溶融物内に溶け残り
や 

濁りは認められない 
同左 

溶融物 
アスベスト濃度
（JIS A-1481）

不検出 
(Ｘ線回折の分析結果

は第２図参照) 

不検出 
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第２図 Ｘ線回折分析結果 

 
ｃ．低温溶融処理の概念図 

3. (2) b. の熱分析結果と溶融・無害化実験結

果を基に模式した保温材の溶融・無害化処理の

概念図を第３図に示す。保温材にアルカリ融剤

を添加（1:0.45）して加熱すると，まずアルカ

リ融剤が 670℃程度で融解し，それが溶媒（液

相）となって保温材（固相）の溶融が始まり

1,050℃以上ですべて液相となり溶融・無害化が

終了する。 
第３図 溶融・無害化処理の概念図 

 
(3) 150kW 誘導加熱溶融炉の開発 
ａ．ルツボ形状と誘導コイルの決定 
オンサイト式を実現するため，溶融の加熱方

式は装置をコンパクトにできる誘導加熱を用い

ることとした。そこで，実用規模の誘導加熱溶

融炉を設計するため，試験用 60kW 誘導加熱炉

を用いて 3. (2) b.で決定した溶融条件のもと溶

融試験を行った。その結果，保温材が無害化さ

れていることが確認できた。一方，連続的に溶

融処理する場合，安定的かつ効率的に処理が行

えるよう，金属ルツボ底部を含め全体を均一に

誘導加熱する必要があることがわかった。 
金属ルツボ温度分布の均温化は，安定した処

理に寄与する他，局部過熱を防ぎ金属ルツボの

溶損防止にもつながるため，金属ルツボ形状と

誘導コイル構造を順次改良しながら２次元有限

要素法による磁界解析を行った。第４図に各タ

イプの磁界解析結果を示す。 
①タイプⅠ 

円筒状の金属ルツボ最上部に磁界が集中

し局所的に温度上昇する一方，金属ルツボ底

部へは殆ど磁界が届かず下部温度が上がり

にくい。 
②タイプⅡ 

金属ルツボ下部をテーパーの形状とした

ことにより，底部にもある程度磁界が届くよ

うになったが，金属ルツボの曲がり部に磁界

が集中して局部的な温度上昇を生ずる。 
③タイプⅢ 

金属ルツボをタイプⅡと同じ形状にする

ことに加え，誘導コイルを上下に 2 分割する

構造としたことにより，ルツボの曲がり部へ

の磁界集中が抑制でき，ルツボ底部の加温と

側面均温化が図れる。 
 

以上の結果を踏まえ，タイプⅢの誘導コイル

構造とルツボ形状の組み合わせを採用すること

とし，第１図の DSC 結果から得られる保温材溶

融エネルギーや炉の熱損失等を考慮して実用規

模の 150kW 誘導加熱溶融炉を設計開発した。 

 

第４図 金属ルツボの磁界解析結果 

 

ｂ．金属ルツボ材料の選定 
誘導加熱溶融炉で使用する金属ルツボには当

初ステンレス材 (SUS310S)を採用したが，

アモサイトのピーク
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1,100℃以上の高温条件でアルカリ融剤を併用

するため，高温酸化腐食，アルカリ腐食および

エロージョンにより減肉が進行したことから，

ルツボ寿命の延伸化に取り組んだ。 
まず，高温酸化腐食およびアルカリ腐食に強

い材料として知られている高ニッケルのインコ

ネル材を採用し，ルツボ寿命の延伸を試みた。

しかし，保温材に僅かに含まれる硫黄分と材料

中のニッケル成分が反応して硫化腐食が発生し

たため，SUS310S 以上のルツボ寿命の延伸を図

ることはできなかった。 
そこで，材料選定の方針を見直し，従来より

厚肉成型が可能な耐熱ステンレス鋳鋼材に着目

し，減肉を極力抑制できるクロム，ニッケル配

合率の最適化を図るための実験を行った。第４

表に示す含有率でクロム，ニッケル含有率を変

化させた複数の耐熱ステンレス鋳鋼材の小型ル

ツボを試作し，その中に保温材とアルカリ融剤

を充填して 1,150℃の電気炉で溶融処理を行い，

SUS310S を基準材料に減肉量を比較した。 
結果を第４表に示すが，クロム含有率が高い

ほど減肉量が小さくなることがわかった。単回

帰分析結果では，第５図の減肉量とクロム含有

率との相関は非常に高いが，ニッケル含有率と

の相関はみられなかった。 

第４表 小型ルツボの含有率と試験結果 

小型ルツボ 
含有率(単位：%) 

減肉量比 
Ｆｅ Ｎｉ Ｃｒ 

1 61 13 24 2.0
2 55 19 24 1.9
3 59 10 28 1.5
4 53 16 28 1.2
5 45 20 32 0.8

基準材料 54 19 25 １

第５図 減肉量とクロム含有率の関係 

 

次に，鋳造が可能な高クロム(32%以上)のステ 
 

ンレス鋳鋼で中型ルツボを試作し，試験用

60kW 誘導加熱炉でスケールアップ試験を行っ

た結果，同条件下の SUS310S に比べ大幅に減肉

を抑制できた。 
さらに，150kW 誘導加熱溶融炉用の厚肉の高

クロムステンレス鋳鋼ルツボを試作して実機で

検証した結果，従来の SUS310S に比べ 2 倍以上

のルツボ寿命の延伸が図れたことから，厚肉の

高クロムステンレス鋳鋼を採用することとした。 

 

ｃ．150kW 誘導加熱溶融炉による実証試験 
オンサイト式システムの核となる 150kW 誘

導加熱溶融炉を隔離養生した負圧区画に設置し，

当社火力発電所から排出された保温材を用いて

3. (2) b.で決定した溶融条件で溶融・無害化試験

を行った。JIS A1481 に定める公定分析法では，

処理後の溶融物からアスベストは検出されず，

150kW 誘導加熱溶融炉で無害化を確実に達成

できることを確認した。 

 

４．溶融・無害化処理システムの構築 

(1) システム構成 
150kW 誘導加熱溶融炉の溶融効率向上および

アスベスト粉塵の飛散防止を図るため，第６図に

示す溶融・無害化処理システムを構築した。この

システムは，以下の機能を備えた 5 つの主要装置

で構成されている。 
ａ．破砕機 

アルカリ融剤との反応性を良くするため保

温材を粗破砕する。 
ｂ．搬送乾燥機 

水分を含んだ保温材を下部から上部に搬送

しつつ溶融物から回収した廃熱で予備乾燥す

る。 
ｃ．誘導加熱溶融炉 

破砕・予備乾燥した保温材を撹拌機で拡散

し効率良く溶融する。 
ｄ．熱回収装置 

処理後の溶融物から予備乾燥用の熱風とし

て廃熱を回収する。 
ｅ．集塵装置 
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システム各部から飛散するアスベスト粉塵

を高効率で集塵する。 

第６図 溶融・無害化処理システム構成図 

 

(2) システム構築時の課題と対策 
システムの構築にあたっては，ノンアスベスト

保温材を用いて溶融試験を繰り返し行って不具合

を洗い出し，重要な以下の課題について対策を講

じた。 
ａ．ダクトの閉塞対策 
誘導加熱溶融炉外部へのアスベスト飛散を防

止しつつ炉内の負圧を保持するため，集塵装置

でガスを吸引しているが，炉内に投入されたア

ルカリ融剤と保温材の粉体の一部が吸引されて

ダクト内側に固着・閉塞してしまう現象が発生

したことから，炉内の負圧維持に支障をきたさ

ないよう，ダクト吸込口に固着物を掻き落とす

ピストン式のスクレーパを設置した。また，炉

内に投入した保温材とアルカリ融剤の粉体が，

溶融液面まで落下せずダクトから直接吸引され

るのを防止するため，炉内投入口に仕切り板を

設けた。 

 

ｂ．炉内圧力変動への追従対策 
高含水率の保温材が誘導加熱溶融炉に投入さ

れた場合，大量の水蒸気発生で急激に炉内圧が

上昇し，回転数可変式吸引ファンが圧力変動に

追従できないため，誘導加熱溶融炉からの吸引

ダクトに瞬時に開閉できる大気導入弁を設置し，

炉内圧力の急激な上昇に即応できるようにした。 
 

ｃ．乾燥能力の向上対策 
現場から実際に解体される保温材には，

50wt%（保温材重量と同じ水分を含む）を超え

る高含水率のものも存在するため，溶融物から

回収した 250℃程度の熱風に加えて，搬送乾燥

機に遠赤外式シーズヒータを追設し乾燥能力の

強化を図った。これにより炉内での水蒸気発生

量を抑制でき，炉内圧の変動が緩和された。 
 

５．オンサイト式システムの開発 

(1) オンサイト式システム 
研究開発の最終段階として，トレーラに溶融・

無害化処理システムを搭載するオンサイト式シス

テムの開発に取り組んだ。オンサイト式システム

は，解体現場に出向く際に一般公道を走行するた

め，道路運送車両法に定める車両保安基準をクリ

アする必要がある。そこで，設計に当たっては，

車両総重量，寸法（高さ 3.8m 以内，車幅 2.5m 以

内）および車両転倒角（25 度以上）等の車両保安

基準を満足しつつ，最適な処理の動線が描けるよ

う機器レイアウトを工夫した。 
オンサイト式システムの外観図を第７図に，搭

載図を第８図に示すが，誘導加熱溶融炉を始めと

する主要機器を高さ制限内で設置するため，トレ

ーラ台車は中低床式（中央部の床高さが地上から

60cm）を採用するとともに，主要機器の重心も極

力低くした。 
 

第７図 オンサイト式システム搭載図 
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第８図 オンサイト式システム外観図 

 

また，トレーラは全体をアルミパネルで囲み，

前方から「制御・操作エリア」，「処理エリア」，「集

塵・処理物投入エリア」に分割した 3 室構造とし

た。特に処理エリアでは，密閉された主要機器を

HEPA フィルター付きのバグフィルターで集塵す

るとともに，処理エリア室内を HEPA フィルター

付き集塵機で負圧維持し，アスベスト飛散防止対

策の二重化を図った。 
システムの主な仕様を第５表に示す。 
 

第５表 システムの主な仕様 

無害化処理の 
方法 

アルカリ融剤を併用した誘導加

熱溶融炉による溶融処理 
溶融炉 150kW 誘導加熱溶融炉 
処理対象 アスベスト含有保温材 
溶融温度 1,050℃以上 
処理能力 5 ﾄﾝ/日 
ﾕｰﾃｨﾘﾃｨｰ設備 ・高調波ﾌｨﾙﾀｰ付受電ﾕﾆｯﾄ 

・誘導加熱溶融炉用ｲﾝﾊﾞｰﾀ盤 
・誘導加熱溶融炉用冷却装置 
・空気圧縮機 

 

(2) 非常時対策 
地震対策として，加速度センサーが 150 ガル以

上（震度 5 弱）を感知した場合に自動停止する機

能を備えるとともに，外部電源喪失対策として，

無停電電源システム（UPS）と非常用ディーゼル

発電機で，運転監視機器や集塵機，誘導加熱溶融

炉冷却水ポンプの各電源をバックアップする機能

も備えた。 
 

(3) 火力発電所での実用化の検証 
保温材を解体している遠隔地の火力発電所にオ

ンサイト式システムを搬入し，廃棄物処理法に基

づき地元自治体へ必要な手続きを経て実証試験を

行った。6 日間の連続処理運転において以下の事

項について検証を行った結果，すべて目標を満足

しておりオンサイト式システムが実用化レベルで

あることを確認した。 

ａ．遠距離移動の影響も含めたシステム構成機

器の機能 
ｂ．溶融能力の確保 
ｃ．溶融温度の安定維持 
ｄ．溶融物のアスベストが不検出（公定法およ

び透過型電子顕微鏡（TEM）による） 
ｅ．周辺大気への環境影響なし 
 

６．実用化の状況 

国内で３例目となるアスベスト無害化処理に係

る環境大臣認定の取得以降，実機を当社３火力発

電所に順次移動させ，定期点検時に解体・除去さ

れた保温材の無害化処理を実施した。処理時の実

機からの排気，周辺大気および処理後の溶融物の

公定分析結果においてアスベストは一切検出され

ず，実機の安全安定運転と確実な無害化を確認し

た。一方，１箇所当たりの保温材処理量が一定規

模を超えない場合，移動や設置・撤去等の固定費

により，現状の埋立処分よりコストアップになる

ことも明確になった。 
また，さらなる信頼性向上に向けた改良点（消

耗部品・部材の耐久性向上策，機器の構造・機能

の見直し等）の洗い出しも行い，その成果を反映

した次期商用機の基本仕様をまとめることができ

た。 

 

７．今後の展望 

今般，次期商用機の基本仕様をまとめるという

当初の目標を達成したことから，実機を用いた自

社の保温材の無害化処理を終了することとした。 
国内には，火力・原子力発電所はもとより高熱

を取り扱う他業種の大規模プラントにおいて，現

在も大量の保温材が残存していると推察される。

将来，大規模プラントの解体・リプレース等の現

場で基本仕様に基づき製作された商用機が稼動し，

国内のアスベストによる環境リスクが少しでも回

避できることを期待したい。 
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